
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 11,787,439,258   固定負債 4,034,514,805

    有形固定資産 11,787,439,258     地方債 4,034,514,805

      事業用資産 7,119,018,658     長期未払金 -

        土地 535,776,024     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 9,957,076,689     その他 -

        建物減価償却累計額 △ 3,650,492,043   流動負債 150,702,957

        工作物 1,818,507,578     １年内償還予定地方債 35,899,074

        工作物減価償却累計額 △ 1,541,849,590     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 108,696,674

        航空機 -     預り金 6,107,209

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 4,185,217,762

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 11,787,439,258

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） △ 4,111,267,106

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 15,306,948,926

      物品減価償却累計額 △ 10,638,528,326

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 -

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 -

        減債基金 -

        その他 -

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 73,950,656

    現金預金 73,950,656

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 7,676,172,152

資産合計 11,861,389,914 負債及び純資産合計 11,861,389,914

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額

  経常費用 3,468,057,204

    業務費用 3,371,239,282

      人件費 1,493,499,268

        職員給与費 1,378,031,278

        賞与等引当金繰入額 108,696,674

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 6,771,316

      物件費等 1,796,909,269

        物件費 771,504,013

        維持補修費 449,201,390

        減価償却費 576,203,866

        その他 -

      その他の業務費用 80,830,745

        支払利息 7,136,747

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 73,693,998

    移転費用 96,817,922

      補助金等 94,846,322

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 1,971,600

  経常収益 245,769,157

    使用料及び手数料 224,583,015

    その他 21,186,142

純経常行政コスト 3,222,288,047

  臨時損失 1,800,094

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1,800,094

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 3,104,481,655

    その他 -

  臨時利益 119,606,486

    資産売却益 119,606,486



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 7,214,474,751 9,979,911,136 △ 2,765,436,385

  純行政コスト（△） △ 3,104,481,655 △ 3,104,481,655

  財源 3,857,932,000 3,857,932,000

    税収等 3,289,218,000 3,289,218,000

    国県等補助金 568,714,000 568,714,000

  本年度差額 753,450,345 753,450,345

  固定資産等の変動（内部変動） 2,099,281,066 △ 2,099,281,066

    有形固定資産等の増加 2,935,942,013 △ 2,935,942,013

    有形固定資産等の減少 △ 578,003,960 578,003,960

    貸付金・基金等の増加 - -

    貸付金・基金等の減少 △ 258,656,987 258,656,987

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 15,409,690 15,409,690

  その他 △ 307,162,634 △ 307,162,634 -

  本年度純資産変動額 461,697,401 1,807,528,122 △ 1,345,830,721

本年度末純資産残高 7,676,172,152 11,787,439,258 △ 4,111,267,106

純資産変動計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

資金収支計算書
自　令和　3年　4月　1日
至　令和　4年　3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,892,716,048

    業務費用支出 2,795,898,126

      人件費支出 1,494,361,978

      物件費等支出 1,292,176,087

      支払利息支出 7,136,747

      その他の支出 2,223,314

    移転費用支出 96,817,922

      補助金等支出 94,846,322

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 1,971,600

  業務収入 3,534,987,157

    税収等収入 3,289,218,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 224,583,015

    その他の収入 21,186,142

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 642,271,109

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,935,942,013

    公共施設等整備費支出 2,935,942,013

    基金積立金支出 -

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 688,320,486

    国県等補助金収入 568,714,000

    基金取崩収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 119,606,486

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 2,247,621,527

【財務活動収支】

  財務活動支出 25,125,273

    地方債償還支出 25,125,273

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,574,000,000

    地方債発行収入 1,574,000,000

前年度末歳計外現金残高 7,733,657

本年度歳計外現金増減額 △ 1,626,448

本年度末歳計外現金残高 6,107,209

本年度末現金預金残高 73,950,656

    その他の収入 -

財務活動収支 1,548,874,727

本年度資金収支額 △ 56,475,691

前年度末資金残高 124,319,138

本年度末資金残高 67,843,447



一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

（２） 有形固定資産等の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 13 年～50 年 

工作物 10 年～38 年 

物品 2 年～15 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

 

（３） 引当金の計上基準及び算定方法 
① 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち酒田地区広域行政

組合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（４） 資金収支計算書における資金の範囲 
現金及び現金同等物（酒田地区広域行政組合資金管理方針において、歳計現金等の保管方法

として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 



（５） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
① 建物、工作物、物品及びソフトウェアの計上基準 

    建物、工作物、物品及びソフトウェアについては、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は

300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の

取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

２ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

３ 偶発債務 

  該当事項はありません。 

 

４ 追加情報 

（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲に相違はありません。 

③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（２） 貸借対照表に係る事項 
① 減債基金に係る積立不足額 なし 

 

（３） 純資産変動計算書に係る事項 
   純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

    固定資産の額に流動資産における短期貸付金および基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

（４） 資金収支計算書に係る事項 
① 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 5,921,626,781 円 5,853,783,334 円 

繰越金に伴う差額 △124,319,138 円 －円 

資金収支計算書 5,797,307,643 円     5,853,783,334 円 

    



② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支 642,271,109 円 

投資活動収支の国県等補助金収入 568,714,000 円 

減価償却費 △576,203,866 円 

賞与等引当金繰入額（増減額） 862,710 円 

資産売却損益 117,806,392 円 

純資産変動計算書の本年度差額 753,450,345 円 

 

 


















